
広報によど川 4月号 《4》

平成22年度予算 一般会計67億5千万円

【
歳
入
】

　
町
税
の
減
少
は
、町
民
税
所
得
割
と
た
ば
こ

税
の
減
収
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
諸
収
入
等
の
減
少
は
、バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル

ギ
ー
実
験
事
業
終
了
に
伴
う
委
託
金
の
減
額

が
主
な
要
因
で
す
。

　
地
方
交
付
税
は
、交
付
税
に
措
置
さ
れ
る
公

債
費
算
入
分
が
大
幅
に
減
額
と
な
る
た
め
減

少
し
て
い
ま
す
。

　
国
県
支
出
金
は
、子
ど
も
手
当
創
設
に
よ
る

国
庫
負
担
金
及
び
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
整
備
に
係
る
県
補
助
金
の
増
額
に
よ

る
も
の
が
主
な
増
加
の
要
因
で
す
。

　
町
債
は
、臨
時
財
政
対
策
債
発
行
の
増
加
に

よ
る
も
の
が
主
な
増
加
の
要
因
で
す
。

【
歳
出
】

　
扶
助
費
の
増
加
は
、今
年
度
よ
り
新
た
に
子

ど
も
手
当
制
度
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。

　
普
通
建
設
事
業
費
は
、別
府
小
学
校
屋
内
運

動
場
改
築
工
事
に
よ
る
も
の
が
主
な
増
加
の

要
因
で
す
。

　
物
件
費
は
、バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
実
験

事
業
終
了
に
伴
う
委
託
料
の
減
額
が
主
な
減

少
の
要
因
で
す
。

　
補
助
費
等
は
、森
の
工
場
活
性
化
対
策
事
業

費
補
助
金
の
減
額
に
よ
る
も
の
が
主
な
減
少

の
要
因
で
す
。

　
そ
の
他
に
つ
い
て
は
、減
債
基
金
積
立
金
、

庁
舎
等
整
備
基
金
へ
の
積
み
立
て
を
行
う
た

め
増
加
し
て
い
ま
す
。

増
減
の
主
な
要
因



《5》 広報によど川 4月号

平成2 2年度   主な事業
子ども手当事業 共聴施設デジタル化支援事業森林・林道整備事業

平成22年度予算

２６１，３４８千円
適正な森林整備のため間伐に助
成するとともに、林道の開設や
舗装工事を行います。

７１，６７２千円
中学校修了までの子ども１人当
たり月額１万３千円を支給しま
す。

１８０，８９０千円
現在のアナログ放送の終了に伴
うデジタル放送への対応として
共同受信施設の改修に助成を行
います。

町産材の家推進事業 別府小屋内運動場改築事業森山地域集会所新築事業

４１，８００千円
集落間の相互交流を深め、福祉
の増進、生涯学習の設定に役立
てるため「森山地域集会所」を
整備します。

６，９００千円
町に居住する目的で建築する町
産材使用木材住宅を助成しま
す。

１７８，５００千円
耐震基準を大幅に下回っているた
め、不適格建物改築事業として体
育館の建て替え工事を行います。

議　会　費 議会に関する経費




